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【論文概要】

PATENTSCOPE は WIPO の提供する特許データベース検索サービスであり，PCT
（特許協力条約）を管轄する WIPO ならではの，PCT 出願に関する様々な項目を調

べることができる特徴がある。本論文では，特に，PATENTSCOPE を用いることで，

国際調査報告を作成しない旨の宣言のされた特許，補充国際調査のされた特許，ラ

イセンシングによる利用可能性のある特許を抽出し，PATENTSCOPE だからこそ得

ることのできる情報を分析することを目的とする。
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1. はじめに

特許協力条約（PCT）は，1970 年 6 月

19 日にワシントンで作成され，1978 年 1
月24日に発効した。PCTは世界知的所

有権機関（WIPO）が管理する条約のひ

とつである。日本においては，1978 年

10 月 1 日に効力が発生した。PCT は下

記のような構成になっている[1]。

第 1 章 国際出願及び国際調査（3 条～

30 条）

第 2 章 国際予備審査（31 条～42 条）

第 3 章 共通規定（43 条～49 条）

第 4 章 技術的業務の提供（50 条～52
条）

第 5 章 管理規定（53 条～58 条）

第 6 章 紛争（59 条）

第 7 章 改正及び修正（60 条～61 条）

第 8 章 最終規定（62 条～69 条）

規則（最新のものは 2018 年 7 月 1 日か

ら発効，96 規則）

PATENTSCOPE は WIPO の提供

する特許検索データベースであり，誰

でも無償で使用することができる。概

要は JETRO 報告書「ASEAN におけ

る各国横断検索が可能な産業財産権

データベースの調査報告」の「第 2 章

特許データベース PATENTSCOPE」
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にまとめられている[2]。   

規則により国際調査を要しないと

する場合，又は明細書等が有意義な調

査を行うことができる程度になって

いない場合には，国際調査機関は国際

調査報告を作成しない旨の宣言をす

るが，PATENTSCOPE はその宣言が

された PCT 特許を抽出することがで

きる。また，補充国際調査のされた

PCT 特許，ライセンシングによる利用

可能性のある PCT 特許を抽出するこ

ともできる。本論文では，特許協力条

約の条文，規則と PATENTSCOPE の

機能を照らし合わせ，制度を確認しな

がら，1 つ目は国際調査報告を作成し

ない旨の宣言がされた（特許協力条約

17 条(2)(a)）PCT 特許の運用状況を検

証し，どのような技術分野で宣言が多

いのか等を明らかにする。2 つ目は，

補充国際調査がされた PCT 特許につ

いて，そして 3 つ目は，ライセンシン

グによる利用可能性のある PCT 特許

について，それぞれの利用状況を検証

し，どのような技術分野で利用が多い

のか等を明らかにすることを目的と

する。

2. PATENTSCOPE での調査方法

2-1 国際調査報告を作成しない旨の宣

言

通常，PCT 出願をすると，国際調査

機関により国際調査がなされる（特許協

力条約 15 条，16 条）。しかし，国際調査

機関は，規則により国際調査を要しない

とする場合，又は明細書等が有意義な

調査を行うことができる程度になってい

ない場合，その旨を宣言し，国際調査報

告を作成しない旨を通知する（17 条

(2)(a)，第 39 規則）。第 39 規則では，科

学及び数学の理論，動植物の品種等，

事業活動等，治療方法等，情報の単な

る開示，コンピューター・プログラムのうち

範囲外のものは，国際調査を要しないと

している。

これを PATENTSCOPE で検索するに

は，詳細検索で，ISR:declaration and 
OF:WO とコマンド検索する

（PATENTSCOPE ユーザガイドの p44
参照）。「ISR」は国際調査報告のコマン

ドであり，「declaration」は国際調査報

告を作成しない旨の宣言がされたことを

示す。「OF:WO」は官庁コードで PCT
出願を選択したことを意味する。これによ

って，国際調査報告を作成しない旨を宣

言した PCT 特許が抽出される。

図１ PATENTSCOPE での検索画面

2-2 補充国際調査

補充国際調査は，2009 年 1 月に発効

された PCT 規則の改正で請求できるよう

になった（規則 45 の 2.7）。補充国際調

査をすると，国際段階でさらなる先行技

術を把握することができるので，国内段

階において新たな先行文献が発見され

るリスクを減じることができる[3]。なお，現

時点では日本国特許庁は補充国際調

査機関とはなっていない。

これを PATENTSCOPE で検索するに

は，詳細検索で，SIS:report and 
OF:WO とコマンド検索する。

（PATENTSCOPE ユーザガイドの p44
参照）。「SIS」は補充国際調査報告のコ

マンドで，「report」は補充国際調査報

告が作成されている場合を示す。

「OF:WO」は官庁コードで PCT 出願を

検索したことを意味する。これによって，
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補充国際調査がされた PCT 特許が抽

出される。

図２ PATENTSCOPE での検索画面

2-3 ライセンシングによる利用可能性

ライセンシングによる利用可能性

は，ライセンスを表明する該当特許を

抽出できる。2012 年から運用が開始

されており，出願から 30 ヵ月の期間

が満了するまで可能である。出願の書

誌 情 報 内 で 公 表 さ れ て お り ，

PATENTSCOPE で検索，閲覧可能で

ある[4]。

PATENTSCOPE の構造化検索（フ

ィールド検索画面）で，ライセンシン

グによる利用可能性のチェックボッ

クスにチェックを入れて検索する。コ

マンド検索では，詳細検索で，OF:WO
+LI:1 とする。これによって，ライセ

ンシングによる利用可能性のある

PCT 特許が抽出される。

図３ PATENTSCOPEでの検索画面

3. 検証結果

各検証結果を下記に示す。

3-1 国際調査報告を作成しない旨の宣

言

詳細検索で ISR:declaration and 
OF:WO で検索したところ，2628 件の

PCT特許がヒットした（検索日：2018年9
月 6 日）。ランキング上位には外国の大

学が多く，INTEL 社,QUALCOMM 社

といった著名な出願人も入っている（表

1）。

   表１．出願人別ランキング

出願人名 件数

THE REGENTS OF THE 
UNIVERSITY OF 
CALIFORNIA

47

THE JOHNS HOPKINS 
UNIVERSITY

46

ETHICON 
ENDO-SURGERY,INC.

27

MAYO FOUNDATION FOR 
MEDICAL EDUCATION 
AND REASERCH

20

EMORY UNIVERSITY 16
QUALCOMM 
INCORPORATED

15

SIEMENS 
AKTIENGESELLSCHAFT

15

THE GENERAL HOSPITAL 
CORPORATION

14

BOARD OF REGENTS OF 
THE UNIVERSITY OF 
TEXAS SYSTEM

13

INTEL CORPORATION 11

IPC 別ランキングでは，G06 のプログラ

ム，ビジネスモデル関連や，C12 のバイ

オ関係が多い（表 2）。これは，第 39 規

則の内容，つまり治療方法等，コンピュ

ーター・プログラムのうち範囲外のものを

国際調査の対象としないことを反映して

いると考えられる。

   表２．IPC 別ランキング

IPC 件数

G06F19/00 64
C12P21/06 57
C12Q1/68 51
G06F17/50 21
G06Q10/00 19
G06Q90/00 19
G06F17/30 18
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G06Q30/00 18
G06F9/44 13
G06Q40/00 10

17 条(2)(a)の宣言を受けた PCT 出願の

請求の範囲に出現するキーワードを解

析して調べたところ，1 位は

ADMINISTERING（投与）となった。

他，8 位の DEVICE，13 位の DATA 等，

バイオ，プログラム関係の発明が多いと

考えられる（表 3）。

   表３．出現キーワードランキング

キーワード名 出現件数

ADMINISTERING 664
SYSTEM 404
TREATING 455
TREATMENT 314
COMBINATION 446
PATIENT 388
１１ 381
DEVICE 250
Relate 20
PART 269
CELL 248
IDENTIFYING 260
DATA 215
CONDITION 235
ADMINISTRATION 233

また，22 ある国際調査機関毎に，17 条

(2)(a)の宣言の件数を調べたところ，韓

国が一番多かった（検索日：2018年9月

20 日）。検索式は，例えば日本特許庁

が国際調査機関である場合は，ISA:JP 
and ISR:declaration and OF:WO で

ある。「ISA」は国際調査機関を示す（表

4）。

   表４．国際調査機関別の件数

ALL 2633
AT 50
AU 77

BR 11
CA 11
CL 2
CN 142
EG 14
EP 810
ES 6
FI 2
IL 3
IN 48
JP 58
KR 1092
RU 94
SE 0
SG 3
TR 0
UA 0
US 205
XN 3
XV 2

さらに，17 条(2)(a)の宣言が一番多い韓

国について，出願人ランキングを解析し

たところ，米国の大学が多いという結果

になった。韓国企業の名前は見られない

（表 5）。

表５．出願人別ランキング

出願人名 件数

THE JOHNS HOPKINS 
UNIVERSITY

45

THE REGENTS OF THE 
UNIVERSITY OF 
CALIFORNIA

40

MAYO FOUNDATION FOR 
MEDICAL EDUCATION 
AND RESEARCH

20

EMORY UNIVERSITY 15
THE GENERAL HOSPITAL 
CORPORATION

14

INTEL CORPORATION 11
COVIDIEN LP 10
INDIANA UNIVERSITY 9
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RESEARCH & 
TECHNOLOGY 
CORPORATION
BOARD OF REGENTS, THE 
UNIVERSITY OF TEXAS 
SYSTEM

8

CASE WESTERN RESERVE 
UNIVERSITY

8

国際調査機関を韓国として 17 条(2)(a)
の宣言がされた特許の公開年毎の推移

を見ると，2011 年にピークが見られ，そ

の後，減少している（表 6）。これは，出願

人が，第 39 規則に該当しないように，又，

明細書等の記載が有意義な調査ができ

る程度に十分になるよう，記載事項に留

意して PCT 出願をするようになった等の

要因が推測される。

表６．公開年毎の推移

公開年 件数

2008 2
2009 61
2010 167
2011 193
2012 181
2013 151
2014 124
2015 72
2016 71
2017 50
2018 19

3-2 補充国際調査

詳細検索で，SIS:report and OF:WO
で検索したところ，438 件の PCT 特許が

ヒットした（検索日：2018 年 9 月 6 日）。

出願人は，DELAVAL HOLDING AB
と，THE PROCTER & GAMBLE 
COMPANYの2社が突出しており，この

2 社がこの制度を多く利用していることが

わかる。上位の出願人には日本企業の

名は見られない（表 7）。

表７．出願人別ランキング

出願人名 件数

DERAVAL HOLDING AB 163
THE PROCTER & GAMBLE 
COMPANY

159

HEWLETT-PACKARD 
DEVELOPMENT 
COMPANY,L.P.

11

ASTRAZENECA AB 9
ABBOTT LABORATORIES 8
THE GILLETTE COMPANY 5
APPLIED MATERIALS,INC. 4
YANDEX EUROPE AG 4
COMPOUND PHOTONICS 
LTD

3

ABBOTT GMBH & CO.KG 2

IPC 別ランキングでは，A01，A61 等，

出願人上位 2 社の事業内容を反映して

いると思われる IPC が多かった（表 8）。

表８．IPC 別ランキング

IPC 件数

A01J5/017 18
A01K1/12 17
A01J7/02 9
A61F13/496 9
A01J5/04 8
A01J5/08 7
A01K29/00 5
A01K13/00 4
A61F13/49 4
G06T7/00 4

3-3 ライセンシングによる利用可能性

PATENTSCOPE の構造化検索で，

ライセンシングによる利用可能性の

チェックボックスにチェックを入れ

て検索したところ，992 件の PCT 特

許がヒットした（検索日：2018 年 9
月 18 日）。出願人は 1 位はオランダ，
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2 位，3 位はイスラエルの研究機関と

思われる。4 位は南アフリカの研究機

関，5 位はアメリカの研究機関である

（表 9）。2012 年から運用が始まり，

992件しかヒットしないということは，

本制度はまだ広く活用されていない

と思われる。

表９．出願人別ランキング

出願人 件数

NEDERLANDSE 
ORGANISATIE 
VOOR TOEGEPAST-
NATUURWETENSCHAPP
ELIJK ONDERZOEK TNO

257

YEDA RESEARCH AND 
DEVELOPMENT CO.LTD

144

YISSUM RESEARCH 
DEVELOPMENT 
COMPANY OF THE 
HEBREW UNIVERSITY 
OF JERUSALEM LTD

113

STELLEBOSCH 
UNIVERSITY

68

ICAHN SCHOOL OF 
MEDICINE AT MOUNT 
SINAI

27

RAMOT AT TEL AVIV 
UNIVERSITY LTD

11

ARCH PHARMALABS 
LIMITED

10

INSTITUT CURIE 8
BOARD OF TRUSTEES OF 
MICHIGAN STATE 
UNIVERSITY

7

THE J.DAVID 
GLADSTONE 
INSTITUTES, A 
TESTAMENTARY TRUST 
ESTABLISHED UNDER 
THE WILL OF J.DAVID 
GLADSTONE

7

IPC 別ランキングでは，C12Q1/68 の

「・核酸を含むもの」が一番多く，他

もバイオ関係のものが多かった（表

10）。

表１０．IPC 別ランキング

IPC 件数

C12Q1/68 13
B01D53/14 4
H01L51/52 4
C12N15/82 3
F24J2/52 3
G06F19/00 3
G10L25/69 3
A01G9/24 2
A61B5/00 2
A61K9/14 2

4. まとめ

以上，PATENTSCOPE で得られる

特殊な機能について検証してきた。そ

れぞれについて下記で述べる。

1) 国際調査報告を作成しない旨の宣

言

日本国特許庁を国際調査機関とする

該当する出願は，58 件であり，全体の

2633 件に比べて低い値であった。これ

は，日本の特許庁を国際調査機関とす

る該当する分野の明細書，請求の範囲

が，十分に記載されていることを示唆し

ていると考えられる。韓国特許庁を国際

調査機関とする該当する出願が 1000 件

以上と多く，この理由を分析することは何

か有益な情報が得られるかもしれない。

2) 補充国際調査

2009 年から運用が始まった制度だが，

利用している件数は 438 件であり，日本

国特許庁も補充国際調査機関とはなっ

ていない。本制度を利用した PCT 出願

の特許査定率など，本制度を利用するメ

リットを分析すると，有益な情報を得られ

る可能性がある。



7

3) ライセンシングによる利用可能性

オランダの研究機関が 1 位に，イスラ

エルの研究機関が 2 位，3 位に登場して

おり，技術移転への積極性が伺える。4
位は南アフリカの研究機関である。一方

で，米国研究機関の名前は 5 位にようや

く登場し，米国は本制度をあまり利用し

ていない状況が伺える。

本報告は 2018 年度の「アジア特許情報

研究会」のワーキングの一環として報告

するものであり、研究会の皆様には情報

の提供及び数々のアドバイスをいただき

ました。 ここに改めてお礼申し上げま

す。
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